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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（１）で表される化合物。
【化１】

　前記一般式（１）中、
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5及びＲ6は、各々独立して、ハロゲン原子、置換基を有しても
よい炭素原子数１以上６以下のアルキル基、置換基を有してもよい炭素原子数１以上６以
下のアルコキシ基又は置換基を有してもよい炭素原子数６以上１４以下のアリール基を表
し、
　ａは、２又は３を表し
　ｂ及びｃは、各々独立して、０又は１を表し、
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　ｄ、ｅ、ｆ、ｇ、ｈ及びｉは、各々独立して、０以上５以下の整数を表し、ｄが２以上
５以下の整数を表すとき複数のＲ1は同一でも異なっていてもよく、ｅが２以上５以下の
整数を表すとき複数のＲ2は同一でも異なっていてもよく、ｆが２以上５以下の整数を表
すとき複数のＲ3は同一でも異なっていてもよく、ｇが２以上５以下の整数を表すとき複
数のＲ4は同一でも異なっていてもよく、ｈが２以上５以下の整数を表すとき複数のＲ5は
同一でも異なっていてもよく、ｉが２以上５以下の整数を表すとき複数のＲ6は同一でも
異なっていてもよい。
【請求項２】
　前記一般式（１）中、下記一般式（１－１）で表される基は、下記一般式（１－２）で
表される基と同一である、請求項１に記載の化合物。
【化２】

【化３】

　前記一般式（１－１）中、
　Ｒ1、Ｒ2及びＲ3は、各々独立して、ハロゲン原子、置換基を有してもよい炭素原子数
１以上６以下のアルキル基、置換基を有してもよい炭素原子数１以上６以下のアルコキシ
基又は置換基を有してもよい炭素原子数６以上１４以下のアリール基を表し、
　ｂは、０又は１を表し、
　ｄ、ｅ及びｆは、各々独立して、０以上５以下の整数を表し、ｄが２以上５以下の整数
を表すとき複数のＲ1は同一でも異なっていてもよく、ｅが２以上５以下の整数を表すと
き複数のＲ2は同一でも異なっていてもよく、ｆが２以上５以下の整数を表すとき複数の
Ｒ3は同一でも異なっていてもよく、
　Ｙ1は、結合部位を表し、
　前記一般式（１－２）中、
　Ｒ4、Ｒ5及びＲ6は、各々独立して、ハロゲン原子、置換基を有してもよい炭素原子数
１以上６以下のアルキル基、置換基を有してもよい炭素原子数１以上６以下のアルコキシ
基又は置換基を有してもよい炭素原子数６以上１４以下のアリール基を表し、
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　ｃは、０又は１を表し、
　ｇ、ｈ及びｉは、各々独立して、０以上５以下の整数を表し、ｇが２以上５以下の整数
を表すとき複数のＲ4は同一でも異なっていてもよく、ｈが２以上５以下の整数を表すと
き複数のＲ5は同一でも異なっていてもよく、ｉが２以上５以下の整数を表すとき複数の
Ｒ6は同一でも異なっていてもよく、
　Ｙ2は、結合部位を表す。
【請求項３】
　前記一般式（１）中、
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5及びＲ6は、各々独立して、炭素原子数１以上６以下のアルキ
ル基、炭素原子数１以上６以下のアルコキシ基又は炭素原子数６以上１４以下のアリール
基を表し、
　ｄ、ｅ、ｆ、ｇ、ｈ及びｉは、各々独立して、０以上２以下の整数を表す、請求項１又
は２に記載の化合物。
【請求項４】
　下記化学式（Ｈ－１）、（Ｈ－２）、（Ｈ－３）、（Ｈ－４）又は（Ｈ－５）で表され
る化合物。
【化４】

【化５】
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【化６】

【化７】

【化８】

【請求項５】
　感光層を備える電子写真感光体であって、
　前記感光層は、請求項１～３の何れか一項に記載の化合物を含有する、電子写真感光体
。
【請求項６】
　導電性基体を更に備え、
　前記感光層は、電荷発生剤と正孔輸送剤とを少なくとも含有し、
　前記感光層は、前記電荷発生剤を含有する電荷発生層と、前記正孔輸送剤を含有する電
荷輸送層とを含むか、或いは、
　前記感光層は、前記電荷発生剤と前記正孔輸送剤とを一層に含有する単層型感光層であ
り、
　前記正孔輸送剤として、前記化合物が含有される、請求項５に記載の電子写真感光体。
【請求項７】
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　感光層を備える電子写真感光体であって、
　前記感光層は、請求項４に記載の化合物を含有する、電子写真感光体。
                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、化合物（特にトリアリールアミンヒドラゾン化合物）及び電子写真感光体に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真感光体は、電子写真方式の画像形成装置に用いられる。電子写真感光体は、感
光層を備える。電子写真感光体としては、例えば、積層型電子写真感光体又は単層型電子
写真感光体が用いられる。積層型電子写真感光体は、感光層として、電荷発生の機能を有
する電荷発生層と、電荷輸送の機能を有する電荷輸送層とを備える。単層型電子写真感光
体は、感光層として、電荷発生の機能と電荷輸送の機能とを有する単層型感光層を備える
。
【０００３】
　特許文献１に記載の電子写真感光体は、感光層を備える。感光層は、例えば、化学式（
Ｈ－Ａ）又は（Ｈ－Ｂ）で表される化合物を含有する。
【０００４】
【化１】

【０００５】
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【化２】

【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００６－００８６７０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、特許文献１に記載の電子写真感光体では、電気特性が十分ではなかった。
【０００８】
　本発明は、上記課題に鑑みてなされたものであり、その目的は、電子写真感光体の電気
特性を向上させる化合物を提供することである。また、本発明の目的は、このような化合
物を含有することで、電気特性に優れる電子写真感光体を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の化合物は、下記一般式（１）で表される。
【００１０】
【化３】

【００１１】
　前記一般式（１）中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5及びＲ6は、各々独立して、ハロゲン原
子、置換基を有してもよい炭素原子数１以上６以下のアルキル基、置換基を有してもよい
炭素原子数１以上６以下のアルコキシ基又は置換基を有してもよい炭素原子数６以上１４
以下のアリール基を表す。ａは、１以上３以下の整数を表す。ｂ及びｃは、各々独立して
、０又は１を表す。ｄ、ｅ、ｆ、ｇ、ｈ及びｉは、各々独立して、０以上５以下の整数を
表す。ｄが２以上５以下の整数を表すとき複数のＲ1は同一でも異なっていてもよい。ｅ
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が２以上５以下の整数を表すとき複数のＲ2は同一でも異なっていてもよい。ｆが２以上
５以下の整数を表すとき複数のＲ3は同一でも異なっていてもよい。ｇが２以上５以下の
整数を表すとき複数のＲ4は同一でも異なっていてもよい。ｈが２以上５以下の整数を表
すとき複数のＲ5は同一でも異なっていてもよい。ｉが２以上５以下の整数を表すとき複
数のＲ6は同一でも異なっていてもよい。
【００１２】
　本発明の電子写真感光体は、感光層を備える。前記感光層は、上述した化合物を含有す
る。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の化合物によれば、電子写真感光体の電気特性を向上させることができる。また
、本発明の電子写真感光体によれば、このような化合物を含有することで、電気特性を向
上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の第一実施形態に係る化学式（Ｈ－２）で表される化合物の1Ｈ－ＮＭＲ
スペクトルである。
【図２】本発明の第一実施形態に係る化学式（Ｈ－４）で表される化合物の1Ｈ－ＮＭＲ
スペクトルである。
【図３】（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）は、それぞれ、本発明の第二実施形態に係る電子写真
感光体の一例を示す概略断面図である。
【図４】（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）は、それぞれ、本発明の第二実施形態に係る電子写真
感光体の別の例を示す概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の実施形態について詳細に説明する。しかし、本発明は、以下の実施形態
に何ら限定されない。本発明は、本発明の目的の範囲内で、適宜変更を加えて実施できる
。なお、説明が重複する箇所については、適宜説明を省略する場合があるが、発明の要旨
は限定されない。
【００１６】
　以下、化合物名の後に「系」を付けて、化合物及びその誘導体を包括的に総称する場合
がある。また、化合物名の後に「系」を付けて重合体名を表す場合には、重合体の繰返し
単位が化合物又はその誘導体に由来することを意味する。更に、反応式（Ｒ－１）～（Ｒ
－１９）で表される反応を各々、反応（Ｒ－１）～（Ｒ－１９）と記載することがある。
一般式（１）～（７）、（６－１）、（６－２）及び（６－３）で表される化合物を各々
、化合物（１）～（７）、（６－１）、（６－２）及び（６－３）と記載することがある
。化学式（２ａ）、（３ａ）、（４ａ）、（５ａ）、（６ａ）～（６ｃ）、（７ａ）、（
８）、（１０ａ）、（１０ｂ）、（１１ａ）、（１２ａ）、（１２ｂ）、（１３ａ）～（
１３ｅ）及び（１４ａ）～（１４ｅ）で表される化合物を各々、化合物（２ａ）、（３ａ
）、（４ａ）、（５ａ）、（６ａ）～（６ｃ）、（７ａ）、（８）、（１０ａ）、（１０
ｂ）、（１１ａ）、（１２ａ）、（１２ｂ）、（１３ａ）～（１３ｅ）及び（１４ａ）～
（１４ｅ）と記載することがある。
【００１７】
　以下、ハロゲン原子、炭素原子数１以上６以下のアルキル基、炭素原子数１以上６以下
のアルコキシ基、炭素原子数６以上１４以下のアリール基は、何ら規定していなければ、
各々次の意味である。
【００１８】
　ハロゲン原子は、例えば、フッ素（フルオロ基）、塩素（クロロ基）又は臭素（ブロモ
基）である。
【００１９】
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　炭素原子数１以上６以下のアルキル基は、直鎖状又は分枝鎖状で非置換の炭素原子数１
以上６以下のアルキル基である。炭素原子数１以上６以下のアルキル基の例としては、メ
チル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブ
チル基、ペンチル基、イソペンチル基、ネオペンチル基又はヘキシル基が挙げられる。
【００２０】
　炭素原子数１以上６以下のアルコキシ基は、直鎖状又は分枝鎖状で非置換の炭素原子数
１以上６以下のアルコキシ基である。炭素原子数１以上６以下のアルコキシ基の例として
は、メトキシ基、エトキシ基、ｎ－プロポキシ基、イソプロポキシ基、ｎ－ブトキシ基、
ｓ－ブトキシ基、ｔ－ブトキシ基、ペンチルオキシ基、イソペンチルオキシ基、ネオペン
チルオキシ基又はヘキシルオキシ基が挙げられる。
【００２１】
　炭素原子数６以上１４以下のアリール基は、例えば、炭素原子数６以上１４以下の非置
換の芳香族単環炭化水素基、炭素原子数６以上１４以下の非置換の芳香族縮合二環炭化水
素基又は素原子数６以上１４以下の非置換の芳香族縮合三環炭化水素基である。炭素原子
数６以上１４以下のアリール基の例としては、フェニル基、ナフチル基、アントリル基又
はフェナントリル基が挙げられる。
【００２２】
　＜第一実施形態：化合物（１）＞
　本発明の第一実施形態は、化合物（１）である。化合物（１）は、トリアリールアミン
ヒドラゾン化合物、すなわちトリアリールアミン構造を含むヒドラゾン化合物である。化
合物（１）は、下記一般式（１）で表される。
【００２３】
【化４】

【００２４】
　一般式（１）中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5及びＲ6は、各々独立して、ハロゲン原子、
置換基を有してもよい炭素原子数１以上６以下のアルキル基、置換基を有してもよい炭素
原子数１以上６以下のアルコキシ基又は置換基を有してもよい炭素原子数６以上１４以下
のアリール基を表す。ａは、１以上３以下の整数を表す。ｂ及びｃは、各々独立して、０
又は１を表す。ｄ、ｅ、ｆ、ｇ、ｈ及びｉは、各々独立して、０以上５以下の整数を表す
。ｄが２以上５以下の整数を表すとき複数のＲ1は同一でも異なっていてもよい。ｅが２
以上５以下の整数を表すとき複数のＲ2は同一でも異なっていてもよい。ｆが２以上５以
下の整数を表すとき複数のＲ3は同一でも異なっていてもよい。ｇが２以上５以下の整数
を表すとき複数のＲ4は同一でも異なっていてもよい。ｈが２以上５以下の整数を表すと
き複数のＲ5は同一でも異なっていてもよい。ｉが２以上５以下の整数を表すとき複数の
Ｒ6は同一でも異なっていてもよい。
【００２５】
　化合物（１）は、電子写真感光体（以下、感光体と記載することがある）の電気特性を
向上させることができる。その理由は以下のように推測される。
【００２６】
　第一に、化合物（１）は、２個のトリフェニルアミン部位を有する。２個のトリフェニ
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ルアミン部位の間には、１個以上３個以下（一般式（１）中のａに相当）の共役結合が存
在する。そのため、化合物（１）の分子構造が適度に大きくなる。これにより、感光層中
に存在する一の化合物（１）のπ電子雲と他の化合物（１）のπ電子雲との距離（ホッピ
ング距離）が小さくなる傾向がある。その結果、化合物（１）の間での正孔の移動性が向
上し、感光体の電気特性が向上すると考えられる。
【００２７】
　第二に、化合物（１）は、化学式「－ＣＨ＝Ｎ－Ｎ＝」で表される基を２個有する。化
学式「－ＣＨ＝Ｎ－Ｎ＝」で表される基は極性基である。そのため、化合物（１）は感光
層を形成するための溶剤に溶解し易い。また、バインダー樹脂が極性基（例えばカルボニ
ル基）を有する場合に、極性基を有する化合物（１）とバインダー樹脂との相溶性が向上
すると考えられる。これにより、化合物（１）が均一に分散した感光層が得られ易くなる
。その結果、感光体の電気特性が向上すると考えられる。
【００２８】
　第三に、化合物（１）は、平面構造を有する電荷発生剤と重なり易い構造を有している
。化合物（１）と電荷発生剤との重なる面積が広くなると、電荷発生剤から化合物（１）
へ正孔が効率良く受け渡される傾向がある。その結果、感光体の電気特性が向上すると考
えられる。
【００２９】
　一般式（１）のＲ1～Ｒ6で表される炭素原子数１以上６以下のアルキル基としては、炭
素原子数１以上３以下のアルキル基が好ましく、メチル基がより好ましい。Ｒ1～Ｒ6で表
される炭素原子数１以上６以下のアルキル基は、置換基を有してもよい。炭素原子数１以
上６以下のアルキル基が有する置換基としては、ハロゲン原子、炭素原子数１以上６以下
のアルコキシ基又は炭素原子数６以上１４以下のアリール基が挙げられる。置換基の数は
特に限定されないが、３個以下であることが好ましい。
【００３０】
　一般式（１）のＲ1～Ｒ6で表される炭素原子数１以上６以下のアルコキシ基としては、
炭素原子数１以上３以下のアルコキシ基が好ましく、メトキシ基又はエトキシ基がより好
ましい。Ｒ1～Ｒ6で表される炭素原子数１以上６以下のアルコキシ基は、置換基を有して
もよい。炭素原子数１以上６以下のアルコキシ基が有する置換基としては、ハロゲン原子
、炭素原子数１以上６以下のアルコキシ基又は炭素原子数６以上１４以下のアリール基が
挙げられる。置換基の数は特に限定されないが、３個以下であることが好ましい。
【００３１】
　一般式（１）のＲ1～Ｒ6で表される炭素原子数６以上１４以下のアリール基としては、
炭素原子数６以上１４以下の芳香族単環炭化水素基又は炭素原子数６以上１４以下の芳香
族縮合二環炭化水素基が好ましく、フェニル基がより好ましい。Ｒ1～Ｒ6で表される炭素
原子数６以上１４以下のアリール基は、置換基を有してもよい。炭素原子数６以上１４以
下のアリール基が有する置換基としては、ハロゲン原子、炭素原子数１以上６以下のアル
キル基、炭素原子数１以上６以下のアルコキシ基又は炭素原子数６以上１４以下のアリー
ル基が挙げられる。置換基の数は特に限定されないが、３個以下であることが好ましい。
【００３２】
　感光体の電気特性を向上させるためには、Ｒ1～Ｒ6は、各々独立して、炭素原子数１以
上６以下のアルキル基、炭素原子数１以上６以下のアルコキシ基又は炭素原子数６以上１
４以下のアリール基を表すことが好ましい。
【００３３】
　一般式（１）中、ａは２又は３を表すことが好ましい。ａが２又は３であると、化合物
（１）の分子構造が適度に大きくなり、感光層中に存在する一の化合物（１）のπ電子雲
と他の化合物（１）のπ電子雲との距離（ホッピング距離）が小さくなる傾向がある。そ
の結果、化合物（１）の間での正孔の移動性が向上し、感光体の電気特性が向上すると考
えられる。
【００３４】



(10) JP 6477458 B2 2019.3.6

10

20

30

40

　感光体の電気特性を向上させるためには、一般式（１）中、ｄ、ｅ、ｆ、ｇ、ｈ及びｉ
は、各々独立して、０以上２以下の整数を表すことが好ましい。同様の理由から、ｄ及び
ｇは、各々独立して１又は２を表すことがより好ましい。同様の理由から、ｅ、ｆ、ｈ及
びｉは、各々、０を表すことがより好ましい。
【００３５】
　ｄ、ｅ、ｆ、ｇ、ｈ又はｉが２以上５以下の整数を表すとき、対応する複数のＲ1、Ｒ2

、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5及びＲ6は同一でも異なっていてもよい。例えば、ｄが２を表すとき、２
個のＲ1は互いに同一であっても異なっていてもよい。例えば、ｄが２を表すとき、２個
のＲ1は各々メチル基であってもよいし、２個のＲ1の一方がメチル基であり他方がメトキ
シ基であってもよい。
【００３６】
　ｄ、ｅ、ｆ、ｇ、ｈ又はｉが１以上５以下の整数を表すとき、対応するＲ1、Ｒ2、Ｒ3

、Ｒ4、Ｒ5及びＲ6の置換位置は特に限定されない。Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5又はＲ6は
、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5又はＲ6が結合するフェニル基のパラ位、メタ位又はオルト位
の何れに結合してもよい。Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5又はＲ6は、フェニル基のオルト位及
び／又はパラ位に結合することが好ましい。
【００３７】
　一般式（１）中、下記一般式（１－１）で表される基は、下記一般式（１－２）で表さ
れる基と同一であることが好ましい。感光体の電気特性を維持しつつ、反応工程を減らし
て効率的に化合物（１）を製造できるためである。
【００３８】

【化５】

【００３９】
　一般式（１－１）中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、ｂ、ｄ、ｅ及びｆは、一般式（１）中のＲ1、Ｒ

2、Ｒ3、ｂ、ｄ、ｅ及びｆと同義である。一般式（１－１）中のＲ1、Ｒ2、Ｒ3、ｂ、ｄ
、ｅ及びｆの好適な例は、一般式（１）中のＲ1、Ｒ2、Ｒ3、ｂ、ｄ、ｅ及びｆの好適な
例と同じである。Ｙ1は、結合部位を表す。
【００４０】
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【化６】

【００４１】
　一般式（１－２）中、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、ｃ、ｇ、ｈ及びｉは、一般式（１）中のＲ4、Ｒ

5、Ｒ6、ｃ、ｇ、ｈ及びｉと同義である。一般式（１－２）中のＲ4、Ｒ5、Ｒ6、ｃ、ｇ
、ｈ及びｉの好適な例は、一般式（１）中のＲ4、Ｒ5、Ｒ6、ｃ、ｇ、ｈ及びｉの好適な
例と同じである。Ｙ2は、結合部位を表す。
【００４２】
　一般式（１－１）で表される基のＹ1は、下記一般式（１－３）で表される基のＹ1と結
合する。そして、一般式（１－１）中のＹ1が結合する窒素原子と、一般式（１－３）中
のＹ1が結合する炭素原子との間に、単結合が形成される。一般式（１－２）で表される
基のＹ2は、一般式（１－３）で表される基のＹ2と結合する。そして、一般式（１－２）
中のＹ2が結合する窒素原子と、一般式（１－３）中のＹ2が結合する炭素原子との間に、
単結合が形成される。
【００４３】
【化７】

【００４４】
　一般式（１－３）中、ａは、一般式（１）中のａと同義である。一般式（１－３）中の
ａの好適な例は、一般式（１）中のａの好適な例と同じである。Ｙ1及びＹ2は各々、結合
部位を表す。
【００４５】
　一般式（１－１）で表される基が一般式（１－２）で表される基と同一である場合、一
般式（１）中のＲ1～Ｒ6及びｂ～ｉは次の関係を有する。一般式（１）中、Ｒ1及びＲ4は
、互いに同じ基を表す。Ｒ2及びＲ5は、互いに同じ基を表す。Ｒ3及びＲ6は、互いに同じ
基を表す。ｂ及びｃは、互いに同じ整数を表す。ｄ及びｇは、互いに同じ整数を表す。ｅ
及びｈは、互いに同じ整数を表す。ｆ及びｉは、互いに同じ整数を表す。ｄ及びｇが互い
に２以上５以下の同じ整数を表すとき、複数のＲ1は同一でも異なってもよく、複数のＲ4

は同一でも異なってもよい。この場合、一のフェニル基の一の結合位置に結合するＲ1と
、別のフェニル基のこのＲ1に対応する置換位置に結合するＲ4とは、同一である。理解を
容易にするために一例を挙げて説明する。例えば、一のフェニル基のパラ位に結合するＲ

1と、オルト位に結合するＲ1とは同一でも異なっていてもよい。この場合、別のフェニル
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この場合、一のフェニル基のパラ位に結合するＲ1と、別のフェニル基のパラ位に結合す
るＲ4とは同一である。一のフェニル基のオルト位に結合するＲ1と、別のフェニル基のオ
ルト位に結合するＲ4とは同一である。ｅ及びｈが互いに２以上５以下の同じ整数を表す
ときも、複数のＲ2及び複数のＲ5は同様の関係を有する。ｆ及びｉが互いに２以上５以下
の同じ整数を表すときも、複数のＲ3及び複数のＲ6は同様の関係を有する。
【００４６】
　一般式（１－１）で表される基が一般式（１－２）で表される基と同一である場合、一
般式（１）中のＲ2、Ｒ3、Ｒ5及びＲ6は互いに同じ基を表し、ｅ、ｆ、ｈ及びｉは互いに
同じ整数を表すことが好ましい。
【００４７】
　化合物（１）の具体例としては、下記化学式（Ｈ－１）、（Ｈ－２）、（Ｈ－３）、（
Ｈ－４）又は（Ｈ－５）で表される化合物（以下、化合物（Ｈ－１）、（Ｈ－２）、（Ｈ
－３）、（Ｈ－４）又は（Ｈ－５）と記載することがある）が挙げられる。代表例として
化合物（Ｈ－２）及び（Ｈ－４）の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルを、図１及び図２に示す。
【００４８】
【化８】

【００４９】
【化９】

【００５０】
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【化１０】

【００５１】
【化１１】

【００５２】
【化１２】

【００５３】
　［化合物（１）の製造方法］
　化合物（１）は、例えば、下記の反応（Ｒ－１）～（Ｒ－１０）に従って又はこれに準
ずる方法によって製造される。これらの反応以外に、必要に応じて適宜な工程が含まれて
もよい。反応（Ｒ－１）～（Ｒ－１０）で示す反応式において、Ｒ1～Ｒ6及びａ～ｉは、
一般式（１）中のＲ1～Ｒ6及びａ～ｉと同義である。Ｘは、ハロゲン原子を表す。
【００５４】
　［化合物（６）の製造］
　まず、化合物（６）を製造する。化合物（６）は、下記一般式（６）で表される。化合
物（６）は、化合物（１）を製造するための原料である。化合物（６）の製造方法として
、化合物（６－１）、（６－２）及び（６－３）の製造方法を例に挙げて説明する。化合
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物（６－１）、（６－２）及び（６－３）は各々、一般式（６）中のａが１、２及び３で
ある化合物である。
【００５５】
【化１３】

【００５６】
　化合物（６－１）は、下記反応（Ｒ－１）及び（Ｒ－２）に従って製造される。化合物
（６－２）は、下記反応（Ｒ－１）及び（Ｒ－３）に従って製造される。
【００５７】

【化１４】

【００５８】
　反応（Ｒ－１）では、１モル当量の化合物（２）と１モル当量の亜リン酸トリエチルと
を反応させて、１モル当量の化合物（３）を得る。反応（Ｒ－１）では、１モルの化合物
（２）に対して、１モル以上２．５モル以下の亜リン酸トリエチルを添加することが好ま
しい。反応（Ｒ－１）の反応温度は１６０℃以上２００℃以下であることが好ましい。反
応（Ｒ－１）の反応時間は２時間以上１０時間以下であることが好ましい。
【００５９】
【化１５】
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　反応（Ｒ－２）では、１モル当量の化合物（３）と１モル当量の化合物（４）とを反応
させて、１モル当量の化合物（６－１）を得る。反応（Ｒ－２）は、ウィッティヒ（Ｗｉ
ｔｔｉｇ）反応である。反応（Ｒ－２）では、１モルの化合物（３）に対して、１モル以
上５モル以下の化合物（４）を添加することが好ましい。反応（Ｒ－２）の反応温度は０
℃以上５０℃以下であることが好ましい。反応（Ｒ－２）の反応時間は２時間以上２４時
間以下であることが好ましい。
【００６１】
　反応（Ｒ－２）は、塩基の存在下で行われてもよい。塩基としては、例えば、ナトリウ
ムアルコキシド（具体的には、ナトリウムメトキシド又はナトリウムエトキシド）、金属
水素化物（具体的には、水素化ナトリウム又は水素化カリウム）又は金属塩（具体的には
、ｎ－ブチルリチウム）が挙げられる。これらの塩基は１種を単独で用いてもよく、２種
以上を組み合わせて用いてもよい。塩基の添加量は、１モルの化合物（３）に対して、１
モル以上２モル以下であることが好ましい。
【００６２】
　反応（Ｒ－２）は、溶媒中で行われてもよい。溶媒としては、例えば、エーテル類（具
体的には、テトラヒドロフラン、ジエチルエーテル又はジオキサン）、ハロゲン化炭化水
素（具体的には、塩化メチレン、クロロホルム又はジクロロエタン）又は芳香族炭化水素
（具体的には、ベンゼン又はトルエン）が挙げられる。
【００６３】
　反応（Ｒ－３）では、１モル当量の化合物（３）と１モル当量の化合物（５）とを反応
させて、１モル当量の化合物（６－２）を得る。反応（Ｒ－３）は、ウィッティヒ（Ｗｉ
ｔｔｉｇ）反応である。反応（Ｒ－３）は、化合物（４）の代わりに化合物（５）を使用
する以外は、反応（Ｒ－２）と同様の方法で行うことができる。
【００６４】
　化合物（６－３）は、下記反応（Ｒ－４）及び（Ｒ－５）に従って製造される。
【００６５】
【化１６】

【００６６】
　反応（Ｒ－４）では、１モル当量の化合物（７）と２モル当量の亜リン酸トリエチルと
を反応させて、１モル当量の化合物（８）を得る。反応（Ｒ－４）では、１モルの化合物
（７）に対して、２モル以上５モル以下の亜リン酸トリエチルを添加することが好ましい
。反応（Ｒ－４）の反応温度は１６０℃以上２００℃以下であることが好ましい。反応（
Ｒ－４）の反応時間は２時間以上１０時間以下であることが好ましい。
【００６７】
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【化１７】

【００６８】
　反応（Ｒ－５）では、１モル当量の化合物（８）と２モル当量の化合物（４）とを反応
させて、１モル当量の化合物（６－３）を得る。反応（Ｒ－５）は、ウィッティヒ（Ｗｉ
ｔｔｉｇ）反応である。反応（Ｒ－５）では、１モルの化合物（８）に対して、２モル以
上１０モル以下の化合物（４）を添加することが好ましい。反応（Ｒ－５）は、塩基の存
在下で行われてもよい。反応（Ｒ－５）は、溶媒中で行われてもよい。反応（Ｒ－５）で
使用される塩基及び溶媒の例は、反応（Ｒ－２）で使用される塩基及び溶媒の例と同様で
ある。反応（Ｒ－５）の反応温度は０℃以上５０℃以下であることが好ましい。反応（Ｒ
－５）の反応時間は２時間以上２４時間以下であることが好ましい。
【００６９】
　［化合物（１２）の製造］
　次に、下記反応（Ｒ－６）に従って、化合物（１２）を製造する。化合物（１２）は、
化合物（１４）を製造するための原料である。
【００７０】

【化１８】

【００７１】
　反応（Ｒ－６）では、１モル当量の化合物（１０）と１モル当量の化合物（１１、ジフ
ェニルヒドラジン誘導体の塩酸塩）とを反応させて、１モル当量の化合物（１２）を得る
。反応（Ｒ－６）では、１モルの化合物（１０）に対して、１モル以上２．５モル以下の
化合物（１１）を添加することが好ましい。反応（Ｒ－６）の反応温度は８０℃以上１５
０℃以下であることが好ましい。反応（Ｒ－６）の反応時間は２時間以上１０時間以下で
あることが好ましい。
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【００７２】
　反応（Ｒ－６）は、触媒の存在下で行われてもよい。触媒としては、例えば、酸触媒が
挙げられ、より具体的には、ｐ－トルエンスルホン酸、カンファースルホン酸又はピリジ
ニウム－ｐ－トルエンスルホン酸が挙げられる。これらの触媒は１種を単独で用いてもよ
く、２種以上を組み合わせて用いてもよい。触媒の添加量は、１モルの化合物（１０）に
対して、少量であり、具体的には０．０１モル以上０．５モル以下であることが好ましい
。
【００７３】
　反応（Ｒ－６）は、溶媒中で行われてもよい。反応（Ｒ－６）で使用される溶媒の例は
、反応（Ｒ－２）で使用される溶媒の例と同様である。
【００７４】
　［化合物（１４）の製造］
　次に、下記反応（Ｒ－７）に従って、化合物（１４）を製造する。化合物（１４）は、
化合物（１）を製造するための原料である。
【００７５】
【化１９】

【００７６】
　反応（Ｒ－７）では、１モル当量の化合物（１２）と１モル当量の化合物（１３）とを
反応させて、１モル当量の化合物（１４）を得る。反応（Ｒ－７）は、カップリング反応
である。反応（Ｒ－７）では、１モルの化合物（１２）に対して、１モル以上２．５モル
以下の化合物（１３）を添加することが好ましい。反応（Ｒ－７）の反応温度は８０℃以
上１４０℃以下であることが好ましい。反応（Ｒ－７）の反応時間は２時間以上１０時間
以下であることが好ましい。
【００７７】
　反応（Ｒ－７）では、触媒としてパラジウム化合物を用いてもよい。パラジウム化合物
としては、例えば、四価パラジウム化合物、二価パラジウム化合物又はその他のパラジウ
ム化合物が挙げられる。四価パラジウム化合物としては、例えば、ヘキサクロルパラジウ
ム（ＩＶ）酸ナトリウム四水和物又はヘキサクロルパラジウム（ＩＶ）酸カリウム四水和
物が挙げられる。二価パラジウム化合物としては、例えば、塩化パラジウム（ＩＩ）、臭
化パラジウム（ＩＩ）、酢酸パラジウム（ＩＩ）、パラジウムアセチルアセテート（ＩＩ
）、ジクロロビス（ベンゾニトリル）パラジウム（ＩＩ）、ジクロルビス（トリフェニル
ホスフィン）パラジウム（ＩＩ）、ジクロロテトラミンパラジウム（ＩＩ）又はジクロロ
（シクロオクタ－１，５－ジエン）パラジウム（ＩＩ）が挙げられる。その他のパラジウ
ム化合物としては、例えば、トリス（ジベンジリデンアセトン）ジパラジウム（０）、ト
リス（ジベンジリデンアセトン）ジパラジウムクロロホルム錯体（０）又はテトラキス（
トリフェニルホスフィン）パラジウム（０）が挙げられる。パラジウム化合物は１種を単
独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。パラジウム化合物の添加量は
、１モルの化合物（１２）に対して、０．０００５モル以上２０モル以下であることが好
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ましく、０．００１モル以上１モル以下であることがより好ましい。
【００７８】
　パラジウム化合物は、配位子を含む構造であってもよい。これにより、反応（Ｒ－７）
の反応性を向上させ易くなる。配位子としては、例えば、トリシクロヘキシルホスフィン
、トリフェニルホスフィン、メチルジフェニルホスフィン、トリフリルホスフィン、トリ
（ｏ－トリル）ホスフィン、ジシクロヘキシルフェニルホスフィン、トリ（ｔ－ブチル）
ホスフィン、２，２’－ビス（ジフェニルホスフィノ）－１，１’－ビナフチル又は２，
２’－ビス［（ジフェニルホスフィノ）ジフェニル］エーテルが挙げられる。配位子は１
種を単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。配位子の添加量は、１
モルの化合物（１２）に対して、０．０００５モル以上２０モル以下であることが好まし
く、０．００１モル以上１モル以下であることがより好ましい。
【００７９】
　反応（Ｒ－７）は、塩基の存在下で行われてもよい。これにより、触媒活性を向上でき
ると考えられる。塩基は、無機塩基であってもよいし、有機塩基であってもよい。有機塩
基としては、例えば、アルカリ金属アルコシドが挙げられ、具体的には、ナトリウムメト
キシド、ナトリウムエトキシド、カリウムメトキシド、カリウムエトキシド、リチウムｔ
ｅｒｔ－ブトキシド、ナトリウムｔｅｒｔ－ブトキシド又はカリウムｔｅｒｔ－ブトキシ
ドが挙げられる。無機塩基としては、例えば、リン酸三カリウム又はフッ化セシウムが挙
げられる。１モルの化合物（１２）に対して、パラジウム化合物を０．０００５モル以上
２０モル以下添加する場合、塩基の添加量は、１モル以上５０モル以下であることが好ま
しく、１モル以上３０モル以下であることがより好ましい。
【００８０】
　反応（Ｒ－７）は、溶媒中で行われてもよい。溶媒としては、例えば、キシレン（具体
的には、ｏ－キシレン）、トルエン、テトラヒドロフラン又はジメチルホルムアミドが挙
げられる。
【００８１】
　［化合物（１７）の製造］
　次に、下記反応（Ｒ－８）に従って、化合物（１７）を製造する。化合物（１７）は、
化合物（１９）を製造するための原料である。
【００８２】
【化２０】

【００８３】
　反応（Ｒ－８）では、１モル当量の化合物（１５）と１モル当量の化合物（１６、ジフ
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。反応（Ｒ－８）は、化合物（１０）の代わりに化合物（１５）を使用すること、及び化
合物（１１）の代わりに化合物（１６）を使用すること以外は、反応（Ｒ－６）と同様の
方法で行うことができる。
【００８４】
　［化合物（１９）の製造］
　次に、下記反応（Ｒ－９）に従って、化合物（１９）を製造する。化合物（１９）は、
化合物（１）を製造するための原料である。
【００８５】
【化２１】

【００８６】
　反応（Ｒ－９）では、１モル当量の化合物（１７）と１モル当量の化合物（１８）とを
反応させて、１モル当量の化合物（１９）を得る。反応（Ｒ－９）は、カップリング反応
である。反応（Ｒ－９）は、化合物（１２）の代わりに化合物（１７）を使用すること、
及び化合物（１３）の代わりに化合物（１８）を使用すること以外は、反応（Ｒ－７）と
同様の方法で行うことができる。
【００８７】
　［化合物（１）の製造］
　次に、下記反応（Ｒ－１０）に従って、目的化合物である化合物（１）を製造する。
【００８８】
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【化２２】

【００８９】
　反応（Ｒ－１０）では、１モル当量の化合物（６）と１モル当量の化合物（１４）と１
モル当量の化合物（１９）とを反応させて、１モル当量の化合物（１）を得る。反応（Ｒ
－１０）は、カップリング反応である。反応（Ｒ－１０）では、１モルの化合物（６）に
対して、１モル以上２．５モル以下の化合物（１４）及び１モル以上２．５モル以下の化
合物（１９）を添加することが好ましい。反応（Ｒ－１０）の反応温度は８０℃以上１４
０℃以下であることが好ましい。反応（Ｒ－１０）の反応時間は２時間以上１０時間以下
であることが好ましい。
【００９０】
　反応（Ｒ－１０）では、触媒としてパラジウム化合物を用いてもよい。パラジウム化合
物は、配位子を含む構造であってもよい。反応（Ｒ－１０）は、塩基の存在下で行われて
もよい。反応（Ｒ－１０）は、溶媒中で行われてもよい。反応（Ｒ－１０）で使用される
触媒、配位子、塩基及び溶媒の例は、反応（Ｒ－７）で使用される触媒、配位子、塩基及
び溶媒の例と同様である。
【００９１】
　なお、一般式（１－１）で表される基が一般式（１－２）で表される基と同一である化
合物（１）を製造する場合、化合物（１４）と化合物（１９）とは同じ化合物になる。こ
の場合、反応（Ｒ－１０）では、１モル当量の化合物（６）と、２モル当量の化合物（１
４）又は化合物（１９）とを反応させて、１モル当量の化合物（１）を得ればよい。化合
物（１４）を製造する工程及び化合物（１９）を製造する工程の何れかを割愛することが
できる。
【００９２】
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　反応（Ｒ－１０）で得られた反応生成物を、必要に応じて精製することにより、目的化
合物である化合物（１）を単離することができる。精製方法としては、公知の方法が適宜
採用される。精製は、例えば晶析又はシリカゲルクロマトグラフィーにより行われてもよ
い。精製に使用する溶媒として、例えば、クロロホルム及びヘキサンの混合溶媒を使用し
てもよい。
【００９３】
　＜第二実施形態：感光体＞
　第二実施形態は、感光体に関する。感光体は、積層型感光体であってもよく、単層型感
光体であってもよい。感光体は、第一実施形態で述べた化合物（１）を含有する感光層を
備える。
【００９４】
　＜１．積層型感光体＞
　以下、図３を参照して、感光体１が積層型感光体である場合の感光体１の構造について
説明する。図３は、本実施形態に係る感光体１の一例である積層型感光体を示す概略断面
図である。
【００９５】
　図３（ａ）に示すように、感光体１としての積層型感光体は、例えば、導電性基体２と
感光層３とを備える。積層型感光体には、感光層３として、電荷発生層３ａと電荷輸送層
３ｂとが備えられる。
【００９６】
　図３（ｂ）に示すように、感光体１としての積層型感光体では、導電性基体２上に電荷
輸送層３ｂが設けられ、電荷輸送層３ｂ上に電荷発生層３ａが設けられてもよい。ただし
、一般に電荷輸送層３ｂの膜厚は、電荷発生層３ａの膜厚に比べ厚いため、電荷輸送層３
ｂは、電荷発生層３ａに比べ破損し難い。このため、積層型感光体の耐摩耗性を向上させ
るためには、図３（ａ）に示すように、導電性基体２上に電荷発生層３ａが設けられ、電
荷発生層３ａ上に電荷輸送層３ｂが設けられることが好ましい。
【００９７】
　図３（ｃ）に示すように、感光体１としての積層型感光体は、導電性基体２と感光層３
と中間層（下引き層）４とを備えていてもよい。中間層４は、導電性基体２と感光層３と
の間に備えられる。また、感光層３上には、保護層５（図４参照）が設けられていてもよ
い。
【００９８】
　電荷発生層３ａ及び電荷輸送層３ｂの厚さは、それぞれの層としての機能を十分に発現
できる限り、特に限定されない。電荷発生層３ａの厚さは、０．０１μｍ以上５μｍ以下
であることが好ましく、０．１μｍ以上３μｍ以下であることがより好ましい。電荷輸送
層３ｂの厚さは、２μｍ以上１００μｍ以下であることが好ましく、５μｍ以上５０μｍ
以下であることがより好ましい。
【００９９】
　感光層３のうちの電荷発生層３ａは、電荷発生剤を含有する。電荷発生層３ａは、電荷
発生層用バインダー樹脂（以下、ベース樹脂と記載することがある）を含有してもよい。
電荷発生層３ａは、必要に応じて、各種添加剤を含有してもよい。
【０１００】
　感光層３のうちの電荷輸送層３ｂは、正孔輸送剤を含有する。電荷輸送層３ｂは、バイ
ンダー樹脂を含有してもよい。電荷輸送層３ｂは、必要に応じて、電子アクセプター化合
物及び各種添加剤を含有してもよい。以上、図３を参照して、感光体１が積層型感光体で
ある場合の感光体１の構造について説明した。
【０１０１】
　＜２．単層型感光体＞
　以下、図４を参照して、感光体１が単層型感光体である場合の感光体１の構造について
説明する。図４は、本実施形態に係る感光体１の別の例である単層型感光体を示す概略断
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面図である。
【０１０２】
　図４（ａ）に示すように、感光体１としての単層型感光体は、例えば、導電性基体２と
感光層３とを備える。感光体１としての単層型感光体には、感光層３として、単層型感光
層３ｃが備えられる。単層型感光層３ｃは、一層の感光層３である。
【０１０３】
　図４（ｂ）に示すように、感光体１としての単層型感光体は、導電性基体２と、単層型
感光層３ｃと、中間層（下引き層）４とを備えてもよい。中間層４は、導電性基体２と単
層型感光層３ｃとの間に設けられる。また、図４（ｃ）に示すように、単層型感光層３ｃ
上に保護層５が設けられてもよい。
【０１０４】
　単層型感光層３ｃの厚さは、単層型感光層としての機能を十分に発現できる限り、特に
限定されない。単層型感光層３ｃの厚さは、５μｍ以上１００μｍ以下であることが好ま
しく、１０μｍ以上５０μｍ以下であることがより好ましい。
【０１０５】
　感光層３としての単層型感光層３ｃは、電荷発生剤と正孔輸送剤とを一層に含有する。
単層型感光層３ｃは、電子輸送剤及びバインダー樹脂のうちの一以上を更に含有してもよ
い。単層型感光層３ｃは、必要に応じて、各種添加剤を含有してもよい。感光体１が単層
型感光体である場合、電荷発生剤と、正孔輸送剤と、必要に応じて添加される成分（例え
ば、電子輸送剤、バインダー樹脂又は添加剤）とは、一層の感光層３（単層型感光層３ｃ
）に含有される。以上、図４を参照して、感光体１が単層型感光体である場合の感光体１
の構造について説明した。
【０１０６】
　次に、感光体である積層型感光体及び単層型感光体の要素について説明する。
【０１０７】
　＜３．導電性基体＞
　導電性基体は、感光体の導電性基体として用いることができる限り、特に限定されない
。導電性基体は、少なくとも表面部が導電性を有する材料で形成されていればよい。導電
性基体の一例としては、導電性を有する材料で形成される導電性基体が挙げられる。導電
性基体の別の例としては、導電性を有する材料で被覆される導電性基体が挙げられる。導
電性を有する材料としては、例えば、アルミニウム、鉄、銅、錫、白金、銀、バナジウム
、モリブデン、クロム、カドミウム、チタン、ニッケル、パラジウム、インジウム、ステ
ンレス鋼又は真鍮が挙げられる。これらの導電性を有する材料を単独で用いてもよいし、
２種以上を組み合わせて（例えば、合金として）用いてもよい。これらの導電性を有する
材料のなかでも、感光層から導電性基体への電荷の移動が良好であることから、アルミニ
ウム又はアルミニウム合金が好ましい。
【０１０８】
　導電性基体の形状は、画像形成装置の構造に合わせて適宜選択される。導電性基体の形
状としては、例えば、シート状又はドラム状が挙げられる。また、導電性基体の厚さは、
導電性基体の形状に応じて適宜選択される。
【０１０９】
　＜４．正孔輸送剤＞
　感光層は、正孔輸送剤として、第一実施形態に係る化合物（１）を含有する。感光体が
積層型感光体である場合、電荷輸送層は、正孔輸送剤として化合物（１）を含有する。感
光体が単層型感光体である場合、単層型感光層は、正孔輸送剤として化合物（１）を含有
する。感光層に化合物（１）が含有されることにより、第一実施形態で述べたように、感
光体の電気特性を向上させることができる。
【０１１０】
　感光体が積層型感光体である場合、正孔輸送剤としての化合物（１）の含有量は、電荷
輸送層に含有されるバインダー樹脂１００質量部に対して、１０質量部以上２００質量部
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。
【０１１１】
　感光体が単層型感光体である場合、正孔輸送剤としての化合物（１）の含有量は、単層
型感光層に含有されるバインダー樹脂１００質量部に対して、１０質量部以上２００質量
部以下であることが好ましく、１０質量部以上１００質量部以下であることがより好まし
く、１０質量部以上７５質量部以下であることが特に好ましい。
【０１１２】
　電荷輸送層は、化合物（１）に加えて、更に別の正孔輸送剤を含有してもよい。別の正
孔輸送剤としては、例えば、化合物（１）以外の含窒素環式化合物又は縮合多環式化合物
を使用することができる。含窒素環式化合物及び縮合多環式化合物としては、例えば、の
ジアミン化合物（例えば、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラフェニルフェニレンジアミン誘導
体、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラフェニルナフチレンジアミン誘導体又はＮ，Ｎ，Ｎ’，
Ｎ’－テトラフェニルフェナントリレンジアミン誘導体）、オキサジアゾール系化合物（
例えば、２，５－ジ（４－メチルアミノフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール）、
スチリル化合物（例えば、９－（４－ジエチルアミノスチリル）アントラセン）、カルバ
ゾール化合物（例えば、ポリビニルカルバゾール）、有機ポリシラン化合物、ピラゾリン
系化合物（例えば、１－フェニル－３－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）ピラゾリン）、
ヒドラゾン系化合物、インドール系化合物、オキサゾール系化合物、イソオキサゾール系
化合物、チアゾール系化合物、チアジアゾール系化合物、イミダゾール系化合物、ピラゾ
ール系化合物又はトリアゾール系化合物が挙げられる。正孔輸送剤の合計質量に対する化
合物（１）の含有量は、８０質量％以上であることが好ましく、９０質量％以上であるこ
とが好ましく、１００質量％であることが特に好ましい。
【０１１３】
　＜５．電荷発生剤＞
　感光体が積層型感光体である場合、電荷発生層は、電荷発生剤を含有する。感光体が単
層型感光体である場合、単層型感光層は、電荷発生剤を含有する。
【０１１４】
　電荷発生剤は、感光体用の電荷発生剤である限り、特に限定されない。電荷発生剤とし
ては、例えば、フタロシアニン系顔料、ペリレン系顔料、ビスアゾ顔料、トリスアゾ顔料
、ジチオケトピロロピロール顔料、無金属ナフタロシアニン顔料、金属ナフタロシアニン
顔料、スクアライン顔料、インジゴ顔料、アズレニウム顔料、シアニン顔料、無機光導電
材料（例えば、セレン、セレン－テルル、セレン－ヒ素、硫化カドミウム又はアモルファ
スシリコン）の粉末、ピリリウム顔料、アンサンスロン系顔料、トリフェニルメタン系顔
料、スレン系顔料、トルイジン系顔料、ピラゾリン系顔料又はキナクリドン系顔料が挙げ
られる。電荷発生剤は、１種を単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いても
よい。
【０１１５】
　フタロシアニン系顔料としては、例えば、化学式（Ｃ－１）で表される無金属フタロシ
アニン又は金属フタロシアニンが挙げられる。金属フタロシアニンとしては、例えば、化
学式（Ｃ－２）で表されるチタニルフタロシアニン、ヒドロキシガリウムフタロシアニン
又はクロロガリウムフタロシアニンが挙げられる。フタロシアニン系顔料は、結晶であっ
てもよく、非結晶であってもよい。フタロシアニン系顔料の結晶形状（例えば、α型、β
型、Ｙ型、Ｖ型又はＩＩ型）については特に限定されず、種々の結晶形状を有するフタロ
シアニン系顔料が使用される。
【０１１６】
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【化２３】

【０１１７】
【化２４】

【０１１８】
　無金属フタロシアニンの結晶としては、例えば、無金属フタロシアニンのＸ型結晶（以
下、Ｘ型無金属フタロシアニンと記載することがある）が挙げられる。チタニルフタロシ
アニンの結晶としては、例えば、チタニルフタロシアニンのα型、β型又はＹ型結晶（以
下、α型、β型又はＹ型チタニルフタロシアニンと記載することがある）が挙げられる。
ヒドロキシガリウムフタロシアニンの結晶としては、ヒドロキシガリウムフタロシアニン
のＶ型結晶が挙げられる。クロロガリウムフタロシアニンの結晶としては、クロロガリウ
ムフタロシアニンのＩＩ型結晶が挙げられる。
【０１１９】
　例えば、デジタル光学式の画像形成装置（例えば、半導体レーザーのような光源を使用
した、レーザービームプリンター又はファクシミリ）には、７００ｎｍ以上の波長領域に
感度を有する感光体を用いることが好ましい。７００ｎｍ以上の波長領域で高い量子収率
を有することから、電荷発生剤としては、フタロシアニン系顔料が好ましく、無金属フタ
ロシアニン又はチタニルフタロシアニンがより好ましく、Ｘ型無金属フタロシアニン又は
Ｙ型チタニルフタロシアニンが更に好ましい。感光層に正孔輸送剤として化合物（１）が
含有される場合に電気特性を特に向上させるためには、電荷発生剤としてはＹ型チタニル
フタロシアニンがより好ましい。
【０１２０】



(25) JP 6477458 B2 2019.3.6

10

20

30

40

　Ｙ型チタニルフタロシアニンは、ＣｕＫα特性Ｘ線回折スペクトルにおいて、例えば、
ブラッグ角（２θ±０．２°）の２７．２°に主ピークを有する。ＣｕＫα特性Ｘ線回折
スペクトルにおける主ピークとは、ブラッグ角（２θ±０．２°）が３°以上４０°以下
である範囲において、１番目又は２番目に大きな強度を有するピークである。
【０１２１】
　ＣｕＫα特性Ｘ線回折スペクトルの測定方法の一例について説明する。試料（チタニル
フタロシアニン）をＸ線回折装置（例えば、株式会社リガク製「ＲＩＮＴ（登録商標）１
１００」）のサンプルホルダーに充填して、Ｘ線管球Ｃｕ、管電圧４０ｋＶ、管電流３０
ｍＡ、かつＣｕＫα特性Ｘ線の波長１．５４２Åの条件で、Ｘ線回折スペクトルを測定す
る。測定範囲（２θ）は、例えば３°以上４０°以下（スタート角３°、ストップ角４０
°）であり、走査速度は、例えば１０°／分である。
【０１２２】
　短波長レーザー光源（例えば、３５０ｎｍ以上５５０ｎｍ以下の波長を有するレーザー
光源）を用いた画像形成装置に適用される感光体には、電荷発生剤として、アンサンスロ
ン系顔料が好適に用いられる。
【０１２３】
　感光体が積層型感光体である場合、電荷発生剤の含有量は、電荷発生層に含有されるベ
ース樹脂１００質量部に対して、５質量部以上１０００質量部以下であることが好ましく
、３０質量部以上５００質量部以下であることがより好ましい。
【０１２４】
　感光体が単層型感光体である場合、電荷発生剤の含有量は、単層型感光層に含有される
バインダー樹脂１００質量部に対して、０．１質量部以上５０質量部以下であることが好
ましく、０．５質量部以上３０質量部以下であることがより好ましく、０．５質量部以上
４．５質量部以下であることが特に好ましい。
【０１２５】
　＜６．電子輸送剤及び電子アクセプター化合物＞
　感光体が積層型感光体である場合、電荷輸送層は、必要に応じて、電子アクセプター化
合物を含有してもよい。これにより、正孔輸送剤の正孔輸送能が向上する傾向がある。一
方、感光体が単層型感光体である場合、単層型感光層は、必要に応じて、電子輸送剤を含
有してもよい。これにより、単層型感光層は電子を輸送することができ、単層型感光層に
バイポーラー（両極性）の特性を付与し易くなる。
【０１２６】
　電子輸送剤又は電子アクセプター化合物の例としては、キノン系化合物、ジイミド系化
合物、ヒドラゾン系化合物、マロノニトリル系化合物、チオピラン系化合物、トリニトロ
チオキサントン系化合物、３，４，５，７－テトラニトロ－９－フルオレノン系化合物、
ジニトロアントラセン系化合物、ジニトロアクリジン系化合物、テトラシアノエチレン、
２，４，８－トリニトロチオキサントン、ジニトロベンゼン、ジニトロアクリジン、無水
コハク酸、無水マレイン酸又はジブロモ無水マレイン酸が挙げられる。キノン系化合物と
しては、例えば、ジフェノキノン系化合物、アゾキノン系化合物、アントラキノン系化合
物、ナフトキノン系化合物、ニトロアントラキノン系化合物又はジニトロアントラキノン
系化合物が挙げられる。電子輸送剤は、１種単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わ
せて用いてもよい。電子アクセプター化合物も、１種単独で用いてもよいし、２種以上を
組み合わせて用いてもよい。
【０１２７】
　電子輸送剤又は電子アクセプターとしては、例えば、一般式（２０）又は（２１）で表
される化合物が挙げられる。
【０１２８】
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【化２５】

【０１２９】
【化２６】

【０１３０】
　一般式（２０）及び（２１）中、Ｒ20～Ｒ25は、各々独立して、水素原子、シアノ基、
置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有してもよいアルケニル基、置換基を有して
もよいアルコキシ基、置換基を有してもよいアルコキシカルボニル基、置換基を有しても
よいアリール基又は置換基を有してもよい複素環基を表す。
【０１３１】
　一般式（２０）及び（２１）中のＲ20～Ｒ25で表されるアルキル基は、例えば、炭素原
子数１以上６以下のアルキル基である。炭素原子数１以上６以下のアルキル基としては、
炭素原子数１以上５以下のアルキル基が好ましく、メチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基又は１
，１－ジメチルプロピル基がより好ましい。アルキル基は置換基を有してもよい。置換基
としては、例えば、ハロゲン原子、ヒドロキシル基、炭素原子数１以上６以下のアルコキ
シ基、置換基を更に有してもよい炭素原子数６以上１４以下のアリール基又はシアノ基が
挙げられる。置換基の数は、特に限定されないが、３個以下であることが好ましい。置換
基としての炭素原子数６以上１４以下のアリール基が更に有する置換基としては、例えば
、ハロゲン原子、ヒドロキシル基、炭素原子数１以上６以下のアルキル基、炭素原子数１
以上６以下のアルコキシ基、ニトロ基、シアノ基、炭素原子数２以上７以下のアルカノイ
ル基（カルボニル基に炭素原子数１以上６以下のアルキル基が結合した基）、ベンゾイル
基、フェノキシ基、炭素原子数２以上７以下のアルコキシカルボニル基（カルボニル基に
炭素原子数１以上６以下のアルコキシ基が結合した基）又はフェノキシカルボニル基が挙
げられる。
【０１３２】
　一般式（２０）及び（２１）中のＲ20～Ｒ25で表されるアルケニル基は、例えば、直鎖
状又は分枝鎖状で非置換の炭素原子数２以上６以下のアルケニル基である。炭素原子数２
以上６以下のアルケニル基は、例えば、１個以上３個以下の二重結合を有する。炭素原子
数２以上６以下のアルケニル基の例としては、ビニル基、プロペニル基、ブテニル基、ペ
ンテニル基、ペンタジエニル基、ヘキセニル基又はヘキサジエニル基が挙げられる。アル
ケニル基は置換基を有してもよい。置換基としては、例えば、ハロゲン原子、ヒドロキシ
ル基、炭素原子数１以上６以下のアルコキシ基、炭素原子数６以上１４以下のアリール基
又はシアノ基が挙げられる。置換基の数は、特に限定されないが、３個以下であることが
好ましい。
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【０１３３】
　一般式（２０）及び（２１）中のＲ20～Ｒ25で表されるアルコキシ基は、例えば、炭素
原子数１以上６以下のアルコキシ基である。炭素原子数１以上６以下のアルコキシ基とし
ては、炭素原子数１以上３以下のアルコキシ基が好ましく、メトキシ基がより好ましい。
アルコキシ基は置換基を有してもよい。置換基としては、例えば、ハロゲン原子、ヒドロ
キシル基、炭素原子数１以上６以下のアルコキシ基、炭素原子数６以上１４以下のアリー
ル基又はシアノ基が挙げられる。置換基として好ましくは、フェニル基である。置換基の
数は、特に限定されないが、３個以下であることが好ましく、１個であることがより好ま
しい。
【０１３４】
　一般式（２０）及び（２１）中のＲ20～Ｒ25で表されるアルコキシカルボニル基は、例
えば、炭素原子数２以上７以下のアルコキシカルボニル基である。炭素原子数２以上７以
下のアルコキシカルボニル基は、カルボニル基に直鎖状又は分枝鎖状で非置換の炭素原子
数１以上６以下のアルコキシ基が結合した基である。アルコキシカルボニル基は置換基を
有してもよい。置換基としては、例えば、ハロゲン原子、ヒドロキシル基、炭素原子数１
以上６以下のアルコキシ基、炭素原子数６以上１４以下のアリール基又はシアノ基が挙げ
られる。置換基の数は、特に限定されないが、３個以下であることが好ましい。
【０１３５】
　一般式（２０）及び（２１）中のＲ20～Ｒ25で表されるアリール基は、例えば、炭素原
子数６以上１４以下のアリール基である。炭素原子数６以上１４以下のアリール基として
は、フェニル基が好ましい。アリール基は置換基を有してもよい。置換基としては、例え
ば、ハロゲン原子、ヒドロキシル基、炭素原子数１以上６以下のアルキル基、炭素原子数
１以上６以下のアルコキシ基、ニトロ基、シアノ基、炭素原子数２以上７以下のアルカノ
イル基（カルボニル基に炭素原子数１以上６以下のアルキル基が結合した基）、ベンゾイ
ル基、フェノキシ基、炭素原子数２以上７以下のアルコキシカルボニル基（カルボニル基
に炭素原子数１以上６以下のアルコキシ基が結合した基）、フェノキシカルボニル基、炭
素原子数６以上１４以下のアリール基又はビフェニル基が挙げられる。置換基の数は、特
に限定されないが、３個以下であることが好ましい。
【０１３６】
　一般式（２０）及び（２１）中のＲ20～Ｒ25で表される複素環基は、例えば、Ｎ、Ｓ及
びＯからなる群より選択される１以上のヘテロ原子を含む５員又は６員の単環の複素環基
；このような単環同士が縮合した複素環基；又は、このような単環と、５員又は６員の炭
化水素環とが縮合した複素環基である。複素環基が縮合環である場合、縮合環に含まれる
環の数は２個又は３個であることが好ましい。複素環基が有してもよい置換基としては、
例えば、ハロゲン原子、ヒドロキシル基、炭素原子数１以上６以下のアルキル基、炭素原
子数１以上６以下のアルコキシ基、ニトロ基、シアノ基、炭素原子数２以上７以下のアル
カノイル基（カルボニル基に炭素原子数１以上６以下のアルキル基が結合した基）、ベン
ゾイル基、フェノキシ基、炭素原子数２以上７以下のアルコキシカルボニル基（カルボニ
ル基に炭素原子数１以上６以下のアルコキシ基が結合した基）又はフェノキシカルボニル
基が挙げられる。置換基の数は、特に限定されないが、３個以下であることが好ましい。
【０１３７】
　一般式（２０）で表される化合物の具体例としては、化学式（Ｅ－１）で表される化合
物が挙げられる。一般式（２１）で表される化合物の具体例としては、化学式（Ｅ－２）
で表される化合物が挙げられる。以下、化学式（Ｅ－１）及び（Ｅ－２）で表される化合
物を各々、化合物（Ｅ－１）及び（Ｅ－２）と記載することがある。
【０１３８】
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【化２７】

【０１３９】
【化２８】

【０１４０】
　感光体が積層型感光体である場合、電子アクセプター化合物の含有量は、電荷輸送層に
含有されるバインダー樹脂１００質量部に対して、０．１質量部以上２０質量部以下であ
ることが好ましく、０．５質量部以上１０質量部以下であることがより好ましい。
【０１４１】
　感光体が単層型感光体である場合、電子輸送剤の含有量は、単層型感光層に含有される
バインダー樹脂１００質量部に対して、５質量部以上１００質量部以下であることが好ま
しく、１０質量部以上８０質量部以下であることがより好ましく、３０質量部以上５０質
量部以下であることが特に好ましい。
【０１４２】
　＜７．バインダー樹脂＞
　感光体が積層型感光体である場合、電荷輸送層は、バインダー樹脂を含有する。感光体
が単層型感光体である場合、単層型感光層は、バインダー樹脂を含有する。
【０１４３】
　バインダー樹脂としては、例えば、熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂又は光硬化性樹脂が挙
げられる。熱可塑性樹脂としては、例えば、ポリカーボネート樹脂、ポリアリレート樹脂
、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－マ
レイン酸共重合体、アクリル酸重合体、スチレン－アクリル酸共重合体、ポリエチレン樹
脂、エチレン－酢酸ビニル共重合体、塩素化ポリエチレン樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、ポ
リプロピレン樹脂、アイオノマー樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、アルキド樹脂
、ポリアミド樹脂、ウレタン樹脂、ポリスルホン樹脂、ジアリルフタレート樹脂、ケトン
樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリエステル樹脂又はポリエーテル樹脂が挙げられる
。熱硬化性樹脂としては、例えば、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、尿
素樹脂又はメラミン樹脂が挙げられる。光硬化性樹脂としては、例えば、エポキシアクリ
レート（エポキシ化合物のアクリル酸付加物）又はウレタン－アクリレート（ウレタン化
合物のアクリル酸付加物）が挙げられる。これらのバインダー樹脂は、１種を単独で使用
してもよく、２種以上を組み合わせて使用してもよい。
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【０１４４】
　これらの樹脂の中では、加工性、機械的特性、光学的特性及び耐摩耗性のバランスに優
れた単層型感光層及び電荷輸送層が得られることから、ポリカーボネート樹脂が好ましい
。ポリカーボネート樹脂の例としては、下記化学式で表されるビスフェノールＺ型ポリカ
ーボネート樹脂、ビスフェノールＺＣ型ポリカーボネート樹脂、ビスフェノールＣ型ポリ
カーボネート樹脂又はビスフェノールＡ型ポリカーボネート樹脂が挙げられる。
【０１４５】
【化２９】

【０１４６】
　バインダー樹脂の粘度平均分子量は、４０，０００以上であることが好ましく、４０，
０００以上５２，５００以下であることがより好ましい。バインダー樹脂の粘度平均分子
量が４０，０００以上であると、感光体の耐摩耗性を向上させ易い。バインダー樹脂の粘
度平均分子量が５２，５００以下であると、感光層の形成時にバインダー樹脂が溶剤に溶
解し易くなり、電荷輸送層用塗布液又は単層型感光層用塗布液の粘度が高くなり過ぎない
。その結果、電荷輸送層又は単層型感光層を形成し易くなる。
【０１４７】
　＜８．ベース樹脂＞
　感光体が積層型感光体である場合、電荷発生層は、ベース樹脂を含有する。ベース樹脂
は、感光体に適用できるベース樹脂である限り、特に制限されない。ベース樹脂としては
、熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂又は光硬化性樹脂が挙げられる。熱可塑性樹脂としては、
例えば、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレ
ン－マレイン酸共重合体、スチレン－アクリル酸共重合体、アクリル酸重合体、ポリエチ
レン樹脂、エチレン－酢酸ビニル共重合体、塩素化ポリエチレン樹脂、ポリ塩化ビニル樹
脂、ポリプロピレン樹脂、アイオノマー、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、アルキド樹
脂、ポリアミド樹脂、ウレタン樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリアリレート樹脂、ポリ
スルホン樹脂、ジアリルフタレート樹脂、ケトン樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリ
エーテル樹脂又はポリエステル樹脂が挙げられる。熱硬化性樹脂としては、例えば、シリ
コーン樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、尿素樹脂、メラミン樹脂又はその他架橋性
の熱硬化性樹脂が挙げられる。光硬化性樹脂としては、例えば、エポキシアクリレート（
エポキシ化合物のアクリル酸付加物）又はウレタン－アクリレート（ウレタン化合物のア
クリル酸付加物）が挙げられる。ベース樹脂は１種を単独で使用してもよいし、２種以上
を組み合わせて使用してもよい。
【０１４８】
　電荷発生層に含有されるベース樹脂は、電荷輸送層に含有されるバインダー樹脂とは異
なることが好ましい。積層型感光体の製造では、例えば、導電性基体上に電荷発生層が形
成され、電荷発生層上に電荷輸送層が形成される。その際に、電荷発生層上に、電荷輸送
層用塗布液が塗布される。そのため、電荷発生層は、電荷輸送層用塗布液の溶剤に溶解し
ないことが好ましいからである。
【０１４９】
　＜９．添加剤＞
　感光体の感光層（電荷発生層、電荷輸送層又は単層型感光層）は、必要に応じて、各種
の添加剤を含有してもよい。添加剤としては、例えば、劣化防止剤（例えば、酸化防止剤
、ラジカル捕捉剤、１重項消光剤又は紫外線吸収剤）、軟化剤、表面改質剤、増量剤、増
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粘剤、分散安定剤、ワックス、アクセプター、ドナー、界面活性剤、可塑剤、増感剤又は
レベリング剤が挙げられる。酸化防止剤としては、例えば、ヒンダードフェノール（例え
ば、ジ（ｔｅｒｔ－ブチル）ｐ－クレゾール）、ヒンダードアミン、パラフェニレンジア
ミン、アリールアルカン、ハイドロキノン、スピロクロマン、スピロインダノン若しくは
これらの誘導体、有機硫黄化合物又は有機燐化合物が挙げられる。
【０１５０】
　＜１０．中間層＞
　中間層（下引き層）は、例えば、無機粒子及び中間層に用いられる樹脂（中間層用樹脂
）を含有する。中間層が存在することにより、リーク発生を抑制し得る程度の絶縁状態を
維持しつつ、感光体を露光した時に発生する電流の流れを円滑にして、抵抗の上昇が抑え
られると考えられる。
【０１５１】
　無機粒子としては、例えば、金属（例えば、アルミニウム、鉄又は銅）、金属酸化物（
例えば、酸化チタン、アルミナ、酸化ジルコニウム、酸化スズ又は酸化亜鉛）の粒子又は
非金属酸化物（例えば、シリカ）の粒子が挙げられる。これらの無機粒子は、１種を単独
で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１５２】
　中間層用樹脂としては、中間層を形成する樹脂として用いることができる限り、特に限
定されない。中間層は、各種の添加剤を含有してもよい。添加剤は、感光層の添加剤と同
様である。
【０１５３】
　＜１１．感光体の製造方法＞
　感光体が積層型感光体である場合、積層型感光体は、例えば、以下のように製造される
。まず、電荷発生層用塗布液及び電荷輸送層用塗布液を調製する。電荷発生層用塗布液を
導電性基体上に塗布し、乾燥することによって、電荷発生層を形成する。続いて、電荷輸
送層用塗布液を電荷発生層上に塗布し、乾燥することによって、電荷輸送層を形成する。
これにより、積層型感光体が製造される。
【０１５４】
　電荷発生層用塗布液は、電荷発生剤及び必要に応じて添加される成分（例えば、ベース
樹脂及び各種の添加剤）を、溶剤に溶解又は分散させることにより調製される。電荷輸送
層用塗布液は、正孔輸送剤及び必要に応じて添加される成分（例えば、バインダー樹脂、
電子アクセプター化合物及び各種添加剤）を、溶剤に溶解又は分散させることにより調製
される。
【０１５５】
　次に、感光体が単層型感光体である場合、単層型感光体は、例えば、以下のように製造
される。単層型感光体は、単層型感光層用塗布液を導電性基体上に塗布し、乾燥すること
によって製造される。単層型感光層用塗布液は、電荷発生剤、正孔輸送剤及び必要に応じ
て添加される成分（例えば、電子輸送剤、バインダー樹脂及び各種添加剤）を、溶剤に溶
解又は分散させることにより製造される。
【０１５６】
　塗布液（電荷発生層用塗布液、電荷輸送層用塗布液又は単層型感光層用塗布液）に含有
される溶剤は、塗布液に含まれる各成分を溶解又は分散できる限り、特に限定されない。
溶剤の例としては、アルコール類（例えば、メタノール、エタノール、イソプロパノール
又はブタノール）、脂肪族炭化水素（例えば、ｎ－ヘキサン、オクタン又はシクロヘキサ
ン）、芳香族炭化水素（例えば、ベンゼン、トルエン又はキシレン）、ハロゲン化炭化水
素（例えば、ジクロロメタン、ジクロロエタン、四塩化炭素又はクロロベンゼン）、エー
テル類（例えば、ジメチルエーテル、ジエチルエーテル、テトラヒドロフラン、エチレン
グリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル又はプロピレング
リコールモノメチルエーテル）、ケトン類（例えば、アセトン、メチルエチルケトン又は
シクロヘキサノン）、エステル類（例えば、酢酸エチル又は酢酸メチル）、ジメチルホル



(31) JP 6477458 B2 2019.3.6

10

20

30

40

ムアルデヒド、ジメチルホルムアミド又はジメチルスルホキシドが挙げられる。これらの
溶剤は、１種単独で又は２種以上を組み合わせて用いられる。感光体の製造時の作業性を
向上させるためには、溶剤として非ハロゲン溶剤（ハロゲン化炭化水素以外の溶剤）を用
いることが好ましい。
【０１５７】
　塗布液は、各成分を混合し、溶剤に分散することにより調製される。混合又は分散には
、例えば、ビーズミル、ロールミル、ボールミル、アトライター、ペイントシェーカー又
は超音波分散機を用いることができる。
【０１５８】
　塗布液（電荷発生層用塗布液、電荷輸送層用塗布液又は単層型感光層用塗布液）は、各
成分の分散性を向上させるために、例えば、界面活性剤を含有してもよい。
【０１５９】
　塗布液（電荷発生層用塗布液、電荷輸送層用塗布液又は単層型感光層用塗布液）を塗布
する方法としては、塗布液を導電性基体上に均一に塗布できる方法である限り、特に限定
されない。塗布方法としては、例えば、ディップコート法、スプレーコート法、スピンコ
ート法又はバーコート法が挙げられる。
【０１６０】
　塗布液（電荷発生層用塗布液、電荷輸送層用塗布液又は単層型感光層用塗布液）を乾燥
する方法としては、塗布液中の溶剤を蒸発させ得る限り、特に限定されない。例えば、高
温乾燥機又は減圧乾燥機を用いて、熱処理（熱風乾燥）する方法が挙げられる。熱処理条
件は、例えば、４０℃以上１５０℃以下の温度、かつ３分間以上１２０分間以下の時間で
ある。
【０１６１】
　なお、感光体の製造方法は、必要に応じて、中間層を形成する工程及び保護層を形成す
る工程の一方又は両方を更に含んでもよい。中間層を形成する工程及び保護層を形成する
工程では、公知の方法が適宜選択される。
【実施例】
【０１６２】
　以下、実施例を用いて本発明を更に具体的に説明する。しかし、本発明は実施例の範囲
に何ら限定されない。
【０１６３】
　＜１．感光体の材料＞
　積層型感光体の電荷発生層及び電荷輸送層を形成するための材料として、以下の正孔輸
送剤及び電荷発生剤を準備した。単層型感光体の単層型感光層を形成するための材料とし
て、以下の正孔輸送剤、電荷発生剤及び電子輸送剤を準備した。
【０１６４】
　＜１－１．正孔輸送剤＞
　正孔輸送剤として、第一実施形態で述べた化合物（Ｈ－１）～（Ｈ－５）を準備した。
化合物（Ｈ－１）～（Ｈ－５）は、各々以下の方法で製造した。
【０１６５】
　＜１－１－１．化合物（６ａ）～（６ｃ）の製造＞
　まず、化合物（Ｈ－１）～（Ｈ－５）を製造するための原料として、化合物（６ａ）～
（６ｃ）を製造した。下記反応（Ｒ－１１）及び（Ｒ－１２）に従って、化合物（６ｃ）
を製造した。下記反応（Ｒ－１１）及び（Ｒ－１３）に従って、化合物（６ａ）を製造し
た。下記反応（Ｒ－１４）及び（Ｒ－１５）に従って、化合物（６ｂ）を製造した。
【０１６６】
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【化３０】

【０１６７】
　反応（Ｒ－１１）では、化合物（２ａ）と亜リン酸トリエチルとを反応させて、化合物
（３ａ）を得た。詳しくは、容量２００ｍＬのフラスコに、化合物（２ａ）１６．１ｇ（
０．１０モル）と、亜リン酸トリエチル２５．０ｇ（０．１５モル）とを投入した。フラ
スコ内容物を、１８０℃で８時間攪拌した後、室温まで冷却した。続いて、フラスコ内容
物に含まれる未反応の亜リン酸トリエチルを減圧留去した。これにより、白色液体である
化合物（３ａ）を得た。化合物（３ａ）の収量は２４．１ｇであり、化合物（２ａ）から
の化合物（３ａ）の収率は９２ｍｏｌ％であった。
【０１６８】
【化３１】

【０１６９】
　反応（Ｒ－１２）では、化合物（３ａ）と化合物（４ａ）とを反応させて化合物（６ｃ
）を得た。反応（Ｒ－１２）は、ウィッティヒ（Ｗｉｔｔｉｇ）反応である。詳しくは、
反応（Ｒ－１１）で得られた化合物（３ａ）１３．１ｇ（０．０５モル）を、容量５００
ｍＬの二口フラスコに０℃で加えた。フラスコ内の空気を、アルゴンガスで置換した。続
いて、フラスコ内に、乾燥テトラヒドロフラン（１００ｍＬ）及び２８％ナトリウムメト
キシド９．３ｇ（０．０５モル）を添加した。フラスコ内容物を３０分間攪拌した。続い
て、フラスコ内に、化合物（４ａ）７．０ｇ（０．０５モル）の乾燥テトラヒドロフラン
（３００ｍＬ）溶液を添加した。フラスコ内容物を、室温で１２時間攪拌した。フラスコ
内容物を、イオン交換水に注ぎ、トルエンで抽出した。得られた有機層を、イオン交換水
で５回洗浄し、無水硫酸ナトリウムを用いて乾燥させた。続いて、有機層に含有される溶
媒を留去し、残渣を得た。得られた残渣を、トルエン／メタノール（２０ｍＬ／１００ｍ
Ｌ）を用いて晶析した。これにより、化合物（６ｃ）を得た。化合物（６ｃ）の収量は９
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．４ｇであり、化合物（３ａ）からの化合物（６ｃ）の収率は７５ｍｏｌ％であった。
【０１７０】
　反応（Ｒ－１３）では、化合物（３ａ）と化合物（５ａ）とを反応させて化合物（６ａ
）を得た。反応（Ｒ－１３）は、ウィッティヒ（Ｗｉｔｔｉｇ）反応である。詳しくは、
反応（Ｒ－１１）で得られた化合物（３ａ）１３．１ｇ（０．０５モル）を、容量５００
ｍＬの二口フラスコに０℃で加えた。フラスコ内の空気を、アルゴンガスで置換した。続
いて、フラスコ内に、乾燥テトラヒドロフラン（１００ｍＬ）及び２８％ナトリウムメト
キシド９．３ｇ（０．０５モル）を添加した。フラスコ内容物を３０分間攪拌した。続い
て、フラスコ内に、化合物（５ａ）８．４ｇ（０．０５モル）の乾燥テトラヒドロフラン
（３００ｍＬ）溶液を添加した。フラスコ内容物を、室温で１２時間攪拌した。フラスコ
内容物を、イオン交換水に注ぎ、トルエンで抽出した。得られた有機層を、イオン交換水
で５回洗浄し、無水硫酸ナトリウムを用いて乾燥させた。続いて、有機層に含有される溶
媒を留去し、残渣を得た。得られた残渣を、トルエン／メタノール（２０ｍＬ／１００ｍ
Ｌ）を用いて晶析した。これにより、白色結晶である化合物（６ａ）を得た。化合物（６
ａ）の収量は９．６ｇであり、化合物（３ａ）からの化合物（６ａ）の収率は６９ｍｏｌ
％であった。
【０１７１】
【化３２】

【０１７２】
　反応（Ｒ－１４）では、化合物（７ａ）と亜リン酸トリエチルとを反応させて、化合物
（８）を得た。詳しくは、容量２００ｍＬのフラスコに、化合物（７ａ）１５．２ｇ（０
．０５モル）と、亜リン酸トリエチル２５．０ｇ（０．１５モル）とを投入した。フラス
コ内容物を、１８０℃で８時間攪拌した後、室温まで冷却した。続いて、フラスコ内容物
に含まれる未反応の亜リン酸トリエチルを減圧留去した。これにより、化合物（８）を得
た。化合物（８）の収量は１４．５ｇであり、化合物（７ａ）からの化合物（８）の収率
は８８ｍｏｌ％であった。
【０１７３】
【化３３】

【０１７４】
　反応（Ｒ－１５）では、化合物（８）と化合物（４ａ）とを反応させて化合物（６ｂ）
を得た。反応（Ｒ－１５）は、ウィッティヒ（Ｗｉｔｔｉｇ）反応である。詳しくは、反
応（Ｒ－１４）で得られた化合物（８）１６．４ｇ（０．０５モル）を、容量５００ｍＬ
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、フラスコ内に、乾燥テトラヒドロフラン（１００ｍＬ）及び２８％ナトリウムメトキシ
ド９．３ｇ（０．０５モル）を添加した。フラスコ内容物を３０分間攪拌した。続いて、
フラスコ内に、化合物（４ａ）１４．１ｇ（０．１０モル）の乾燥テトラヒドロフラン（
３００ｍＬ）溶液を添加した。フラスコ内容物を、室温で１２時間攪拌した。フラスコ内
容物を、イオン交換水に注ぎ、トルエンで抽出した。得られた有機層を、イオン交換水で
５回洗浄し、無水硫酸ナトリウムを用いて乾燥させた。続いて、有機層に含有される溶媒
を留去し、残渣を得た。得られた残渣を、トルエン／メタノール（２０ｍＬ／１００ｍＬ
）を用いて晶析した。これにより、化合物（６ｂ）を得た。化合物（６ｂ）の収量は３．
８ｇであり、化合物（８）からの化合物（６ｂ）の収率は２５ｍｏｌ％であった。
【０１７５】
　＜１－１－２．化合物（１２ａ）及び（１２ｂ）の製造＞
　次に、化合物（１４ａ）～（１４ｅ）を製造するための原料として、化合物（１２ａ）
及び（１２ｂ）を製造した。下記反応（Ｒ－１６）に従って、化合物（１２ａ）を製造し
た。下記反応（Ｒ－１７）に従って、化合物（１２ｂ）を製造した。
【０１７６】
【化３４】

【０１７７】
　反応（Ｒ－１６）では、化合物（１０ａ）と化合物（１１ａ）とを反応させて化合物（
１２ａ）を得た。詳しくは、ディーン・スターク管に、化合物（１０ａ）６．３ｇ（０．
０４５０モル）、化合物（１１ａ、ジフェニルヒドラジン塩酸塩）１０．０ｇ（０．０４
５０モル）、トルエン（１００ｍＬ）及びｐ－トルエンスルホン酸（０．００４５モル）
を加えた。混合物を、１００℃で４時間還流しながら攪拌した。得られた混合物を、イオ
ン交換水に注ぎ、トルエンで抽出した。得られた有機層を、イオン交換水で５回洗浄し、
無水硫酸ナトリウムで乾燥した後、溶媒を留去した。得られた残渣を、トルエン／メタノ
ール（体積比１：１）で晶析し、白色結晶である化合物（１２ａ）を得た。化合物（１２
ａ）の収量は１２．１ｇであり、化合物（１０ａ）からの化合物（１２ａ）の収率は８８
ｍｏｌ％であった。
【０１７８】
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【化３５】

【０１７９】
　反応（Ｒ－１７）では、化合物（１０ｂ）と化合物（１１ａ）とを反応させて化合物（
１２ｂ）を得た。反応（Ｒ－１７）は、化合物（１０ａ）６．３ｇ（０．０４５０モル）
の代わりに化合物（１０ｂ）７．５ｇ（０．０４５０モル）を使用した以外は、反応（Ｒ
－１６）と同様の方法で行った。その結果、化合物（１２ｂ）が得られた。化合物（１２
ｂ）の収量は１１．８ｇであり、化合物（１０ｂ）からの化合物（１２ｂ）の収率は７９
ｍｏｌ％であった。
【０１８０】
　＜１－１－３．化合物（１４ａ）～（１４ｅ）の製造＞
　次に、下記反応（Ｒ－１８）に従って、化合物（１４ａ）を製造した。
【０１８１】
【化３６】

【０１８２】
　反応（Ｒ－１８）では、化合物（１２ａ）と化合物（１３ａ）とを反応させて化合物（
１４ａ）を得た。以下、化合物（１２ａ）を反応（Ｒ－１８）の第一原料と、化合物（１
３ａ）を反応（Ｒ－１８）の第二原料と記載することがある。反応（Ｒ－１８）は、カッ
プリング反応である。詳しくは、三口フラスコに、化合物（１２ａ）６．１ｇ（０．０２
０モル）、トリシクロヘキシルホスフィン０．０６６２ｇ（１．８９×１０-4モル）、ト
リス（ジベンジリデンアセトン）ジパラジウム（０）０．０８６４ｇ（９．４４×１０-5

モル）、ナトリウムｔｅｒｔ－ブトキシド４．０ｇ（０．０４２モル）、化合物（１３ａ
）２．１ｇ（０．０２０モル）及び蒸留したо－キシレン（５００ｍＬ）を投入した。フ
ラスコ内の空気をアルゴンガスで置換した。続いて、フラスコ内容物を１２０℃で５時間
攪拌した後、室温まで冷却した。フラスコ内容物をイオン交換水で３回洗浄し、有機層を
得た。有機層に無水硫酸ナトリウムと活性白土とを加え、乾燥処理及び吸着処理を行った
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、残渣を得た。得られた残渣を、クロロホルム／ヘキサン（体積比１：１）を用いて晶析
した。これにより、反応（Ｒ－１８）の反応生成物として化合物（１４ａ）が得られた。
化合物（１４ａ）の収量は５．１ｇであり、化合物（１２ａ）からの化合物（１４ａ）の
収率は６９ｍｏｌ％であった。
【０１８３】
　以下の点を変更した以外は、化合物（１４ａ）の製造と同様の方法で、化合物（１４ｂ
）～（１４ｅ）を各々製造した。なお、化合物（１４ｂ）～（１４ｅ）の製造において使
用される各原料は、化合物（１４ａ）の製造において使用される対応する原料のモル数と
同じモル数で添加した。
【０１８４】
　反応（Ｒ－１８）の第一原料を、化合物（Ｈ－１）の製造における化合物（１２ａ）か
ら、表１に示す第一原料（化合物（１２ａ）又は（１２ｂ））に変更した。反応（Ｒ－１
８）の第二原料を、化合物（Ｈ－１）の製造における化合物（１３ａ）から、表１に示す
第二原料（化合物（１３ｂ）、（１３ｃ）、（１３ｄ）又は（１３ｅ））に変更した。そ
の結果、反応（Ｒ－１８）の反応生成物として、化合物（１４ａ）の代わりに、化合物（
１４ｂ）、（１４ｃ）、（１４ｄ）及び（１４ｅ）の何れかが得られた。反応（Ｒ－１８
）で得られた化合物（１４ｂ）、（１４ｃ）、（１４ｄ）及び（１４ｅ）の収量を表１に
示す。また、第一原料（化合物（１２ａ）又は（１２ｂ））からの化合物（１４ｂ）、（
１４ｃ）、（１４ｄ）及び（１４ｅ）の収率を表１に示す。
【０１８５】
　表１中、化合物（１２ａ）及び（１２ｂ）、（１３ａ）～（１３ｅ）、並びに（１４ａ
）～（１４ｅ）は、各々、下記化学式（１２ａ）及び（１２ｂ）、（１３ａ）～（１３ｅ
）、並びに（１４ａ）～（１４ｅ）で表される。
【０１８６】
【表１】

【０１８７】
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【０１８８】
【化３８】

【０１８９】
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【０１９０】
　＜１－１－４．化合物（Ｈ－１）～（Ｈ－５）の製造＞
　次に、下記反応（Ｒ－１９）に従って、化合物（Ｈ－１）を製造した。
【０１９１】
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【化４０】

【０１９２】
　反応（Ｒ－１９）では、化合物（６ａ）と化合物（１４ａ）とを反応させて化合物（Ｈ
－１）を得た。以下、化合物（６ａ）を反応（Ｒ－１９）の第一原料と、化合物（１４ａ
）を反応（Ｒ－１９）の第二原料と記載することがある。反応（Ｒ－１９）は、カップリ
ング反応である。詳しくは、三口フラスコに、反応（Ｒ－１３）で得られた化合物（６ａ
）１．４０ｇ（０．００５モル）、トリシクロヘキシルホスフィン０．０３５６ｇ（１．
０２×１０-4モル）、トリス（ジベンジリデンアセトン）ジパラジウム（０）０．０４６
５ｇ（５．０９×１０-5モル）、ナトリウムｔｅｒｔ－ブトキシド１．００ｇ（０．０１
０モル）、反応（Ｒ－１８）で得られた化合物（１４ａ）３．６０ｇ（０．０１０モル）
及び蒸留したо－キシレン（２００ｍＬ）を投入した。フラスコ内の空気をアルゴンガス
で置換した。続いて、フラスコ内容物を１２０℃で５時間攪拌した後、室温まで冷却した
。フラスコ内容物をイオン交換水で３回洗浄し、有機層を得た。有機層に無水硫酸ナトリ
ウムと活性白土とを加え、乾燥処理及び吸着処理を行った。乾燥処理及び吸着処理後の有
機層を減圧留去し、о－キシレンを除去した。これにより、残渣を得た。得られた残渣を
、クロロホルム／ヘキサン（体積比１：１）を用いて晶析した。その結果、化合物（Ｈ－
１）が得られた。化合物（Ｈ－１）の収量は３．２ｇであり、化合物（６ａ）からの化合
物（Ｈ－１）の収率は６６ｍｏｌ％であった。
【０１９３】
　以下の点を変更した以外は、化合物（Ｈ－１）の製造と同様の方法で、化合物（Ｈ－２
）～（Ｈ－５）を各々製造した。なお、化合物（Ｈ－２）～（Ｈ－５）の製造において使
用される各原料は、化合物（Ｈ－１）の製造において使用される対応する原料のモル数と
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同じモル数で添加した。
【０１９４】
　反応（Ｒ－１９）の第一原料を、化合物（Ｈ－１）の製造における化合物（６ａ）から
、表２に示す第一原料（化合物（６ａ）、（６ｂ）又は（６ｃ））に変更した。反応（Ｒ
－１９）の第二原料を、化合物（Ｈ－１）の製造における化合物（１４ａ）から、表１に
示す第二原料（化合物（１４ｂ）、（１４ｃ）、（１４ｄ）又は（１４ｅ））に変更した
。その結果、反応（Ｒ－１９）の反応生成物として、化合物（Ｈ－１）の代わりに、化合
物（Ｈ－２）、（Ｈ－３）、（Ｈ－４）及び（Ｈ－５）の何れかが得られた。反応（Ｒ－
１９）で得られた化合物（Ｈ－２）、（Ｈ－３）、（Ｈ－４）及び（Ｈ－５）の収量を表
２に示す。また、第一原料（化合物（６ａ）、（６ｂ）又は（６ｃ））からの化合物（Ｈ
－２）、（Ｈ－３）、（Ｈ－４）及び（Ｈ－５）の収率を表２に示す。
【０１９５】
【表２】

【０１９６】
　次に、1Ｈ－ＮＭＲ（プロトン核磁気共鳴分光計）を用いて、製造した化合物（Ｈ－１
）～（Ｈ－５）の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルを測定した。磁場強度は３００ＭＨｚに設定し
た。溶媒として、重水素化クロロホルム（ＣＤＣｌ3）を使用した。内部標準物質として
テトラメチルシラン（ＴＭＳ）を使用した。
【０１９７】
　化合物（Ｈ－１）～（Ｈ－５）のうちの代表例として、化合物（Ｈ－２）及び（Ｈ－４
）の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルを、図１及び図２に示す。化合物（Ｈ－２）及び（Ｈ－４）
の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルの化学シフト値を以下に示す。なお、図１及び図２中の１．５
０ｐｐｍ付近のピークは、化合物（Ｈ－２）及び（Ｈ－４）に残る水に由来するピークで
ある。
化合物（Ｈ－２）：1Ｈ－ＮＭＲ（３００ＭＨｚ，ＣＤＣｌ3）δ＝７．３５－７．４２（
ｍ，８Ｈ），７．１１－７．２５（ｍ，２２Ｈ），６．８３－７．０６（ｍ，１６Ｈ），
６．７２－６．８０（ｍ，４Ｈ），６．４１（ｄ，２Ｈ），３．８０（ｓ，６Ｈ），２．
０１（ｓ，６Ｈ）．
化合物（Ｈ－４）：1Ｈ－ＮＭＲ（３００ＭＨｚ，ＣＤＣｌ3）δ＝７．３５－７．４２（
ｍ，８Ｈ），７．１１－７．２４（ｍ，２０Ｈ），６．８２－７．０６（ｍ，２０Ｈ），
６．４１（ｄ，２Ｈ），２．３３（ｓ，６Ｈ），１．９９（ｓ，６Ｈ）．
【０１９８】
　1Ｈ－ＮＭＲスペクトル及び化学シフト値により、化合物（Ｈ－２）及び（Ｈ－４）が
各々得られていることを確認した。他の化合物（Ｈ－１）、（Ｈ－３）及び（Ｈ－５）も
同様にして、1Ｈ－ＮＭＲスペクトル及び化学シフト値により、それぞれ化合物（Ｈ－１
）、（Ｈ－３）及び（Ｈ－５）が得られていることを確認した。
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【０１９９】
　＜１－１－５．化合物（Ｈ－Ａ）及び（Ｈ－Ｂ）の準備＞
　正孔輸送剤として、下記化学式（Ｈ－Ａ）及び（Ｈ－Ｂ）で表される化合物も準備した
。以下、化学式（Ｈ－Ａ）及び（Ｈ－Ｂ）で表される化合物を各々、化合物（Ｈ－Ａ）及
び（Ｈ－Ｂ）と記載することがある。
【０２００】
【化４１】

【０２０１】
【化４２】

【０２０２】
　＜１－２．電荷発生剤＞
　電荷発生剤として、化合物（Ｃ－１Ｘ）及び（Ｃ－２Ｙ）を準備した。化合物（Ｃ－１
Ｘ）は、第二実施形態で述べた化学式（Ｃ－１）で表される無金属フタロシアニンであっ
た。また、化合物（Ｃ－１Ｘ）の結晶構造はＸ型であった。
【０２０３】
　化合物（Ｃ－２Ｙ）は、第二実施形態で述べた化学式（Ｃ－２）で表されるチタニルフ
タロシアニンであった。また、化合物（Ｃ－２Ｙ）の結晶構造はＹ型であった。
【０２０４】
　＜１－３．電子輸送剤＞
　単層型感光体の単層型感光層に含有させる電子輸送剤として、第二実施形態で述べた化
合物（Ｅ－１）及び（Ｅ－２）を準備した。
【０２０５】



(42) JP 6477458 B2 2019.3.6

10

20

30

40

50

　＜２．積層型感光体の製造＞
　上述した感光層を形成するための材料を用いて、積層型感光体（Ｐ－１）～（Ｐ－７）
を製造した。
【０２０６】
　＜２－１．積層型感光体（Ｐ－１）の製造＞
　表面処理された酸化チタン（テイカ株式会社製「試作品ＳＭＴ－０２」、数平均一次粒
子径１０ｎｍ）を準備した。詳しくは、アルミナとシリカとを用いて酸化チタンを表面処
理し、表面処理された酸化チタンを湿式分散しながらメチルハイドロジェンポリシロキサ
ンを用いて更に表面処理したものを準備した。
【０２０７】
　次に、下引き層用塗布液を調製した。具体的には、容器内に、表面処理された酸化チタ
ン２．８質量部、共重合ポリアミド樹脂（ダイセル・エボニック株式会社製「ダイアミド
Ｘ４６８５」）１質量部、溶剤としてのエタノール１０質量部及び溶剤としてのブタノー
ル２質量部を投入した。容器の内容物を、ビーズミルを用いて５時間混合し、溶剤中に材
料を分散させた。これにより、下引き層用塗布液を得た。
【０２０８】
　次に、下引き層を形成した。具体的には、得られた下引き層用塗布液を５μｍのフィル
ターを用いてろ過した。その後、下引き層用塗布液を、導電性基体としてのアルミニウム
製のドラム状支持体（直径３０ｍｍ、全長２３８．５ｍｍ）の表面に、ディップコート法
を用いて塗布した。続いて、塗布した下引き層用塗布液を、１３０℃で３０分間加熱した
。これにより、導電性基体上に下引き層（膜厚１．５μｍ）を形成した。
【０２０９】
　次に、電荷発生層用塗布液を調製した。具体的には、容器内に、電荷発生剤としての化
合物（Ｃ－２Ｙ）１質量部、ベース樹脂としてのポリビニルブチラール樹脂（電気化学工
業株式会社製「デンカブチラール　♯６０００ＥＰ」）１質量部、分散媒としてのプロピ
レングリコールモノメチルエーテル４０質量部及び分散媒としてのテトラヒドロフラン４
０質量部を投入した。容器の内容物を、ビーズミルを用いて２時間混合し、分散媒に材料
を分散させた。これにより、電荷発生層用塗布液を得た。次に、得られた電荷発生層用塗
布液を３μｍのフィルターを用いてろ過した。その後、電荷発生層用塗布液を、形成され
た下引き層上に、ディップコート法を用いて塗布した。続いて、塗布した電荷発生層用塗
布液を、５０℃で５分間乾燥させた。これにより、下引き層上に、電荷発生層（膜厚０．
３μｍ）が形成された。
【０２１０】
　次に、電荷輸送層用塗布液を調製した。具体的には、正孔輸送剤としての化合物（Ｈ－
１）７０質量部、バインダー樹脂としてのビスフェノールＺ型ポリカーボネート樹脂（帝
人株式会社製「パンライト（登録商標）ＴＳ－２０５０」、粘度平均分子量５０，０００
）１００質量部、添加剤としてのジ（ｔｅｒｔ－ブチル）ｐ－クレゾール（ＢＨＴ）５質
量部、溶剤としてのテトラヒドロフラン４３０質量部及び溶剤としてのトルエン４３０質
量部を、容器内に投入した。容器の内容物を混合し、溶剤に材料を溶解させた。これによ
り、電荷輸送層用塗布液を得た。次に、得られた電荷輸送層用塗布液を、電荷発生層用塗
布液と同様の方法で、形成された電荷発生層上に塗布した。続いて、塗布した電荷輸送層
用塗布液を、１３０℃で３０分間乾燥させた。これにより、電荷発生層上に、電荷輸送層
（膜厚２０μｍ）が形成された。その結果、積層型感光体（Ｐ－１）が得られた。
【０２１１】
　＜２－２．積層型感光体（Ｐ－２）～（Ｐ－７）の製造＞
　以下の点を変更した以外は、積層型感光体（Ｐ－１）の製造と同様の方法で、積層型感
光体（Ｐ－２）～（Ｐ－７）を各々製造した。積層型感光体（Ｐ－１）の製造に用いた正
孔輸送剤としての化合物（Ｈ－１）を、表３に示す種類の正孔輸送剤に変更した。
【０２１２】
　＜３．単層型感光体の製造＞
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　感光層を形成するための材料を用いて、単層型感光体（Ｐ－８）～（Ｐ－２８）を製造
した。
【０２１３】
　＜３－１．単層型感光体（Ｐ－８）の製造＞
　容器内に、電荷発生剤としての化合物（Ｃ－１Ｘ）５質量部、正孔輸送剤としての化合
物（Ｈ－１）８０質量部、電子輸送剤としての化合物（Ｅ－１）５０質量部、バインダー
樹脂としてのビスフェノールＺ型ポリカーボネート樹脂（帝人株式会社製「パンライト（
登録商標）ＴＳ－２０５０」、粘度平均分子量５０，０００）１００質量部及び溶剤とし
てのテトラヒドロフラン８００質量部を投入した。容器の内容物を、ボールミルを用いて
５０時間混合して、溶剤に材料を分散させた。これにより、単層型感光層用塗布液を得た
。単層型感光層用塗布液を、導電性基体としてのアルミニウム製のドラム状支持体（直径
３０ｍｍ、全長２３８．５ｍｍ）上に、ディップコート法を用いて塗布した。塗布した単
層型感光層用塗布液を、１００℃で３０分間熱風乾燥させた。これにより、導電性基体上
に、単層型感光層（膜厚２５μｍ）を形成した。その結果、単層型感光体（Ｐ－８）が得
られた。
【０２１４】
　＜３－２．単層型感光体（Ｐ－９）～（Ｐ－２８）の製造＞
　以下の点を変更した以外は、単層型感光体（Ｐ－８）の製造と同様の方法で、単層型感
光体（Ｐ－９）～（Ｐ－２８）を各々製造した。単層型感光体（Ｐ－８）の製造に用いた
電荷発生剤としての化合物（Ｃ－１Ｘ）を、表４に示す種類の電荷発生剤に変更した。単
層型感光体（Ｐ－８）の製造に用いた正孔輸送剤としての化合物（Ｈ－１）を、表４に示
す種類の正孔輸送剤に変更した。単層型感光体（Ｐ－８）の製造に用いた電子輸送剤とし
ての化合物（Ｅ－１）を、表４に示す種類の電子輸送剤に変更した。
【０２１５】
　＜４．積層型感光体の電気特性の評価＞
　製造した積層型感光体（Ｐ－１）～（Ｐ－７）の各々に対して、電気特性を評価した。
電気特性の評価は、温度２３℃及び相対湿度６０％ＲＨの環境下で行った。まず、ドラム
感度試験機（ジェンテック株式会社製）を用いて、積層型感光体の表面を－７００Ｖに帯
電させた。次いで、バンドパスフィルターを用いて、ハロゲンランプの白色光から単色光
（波長７８０ｎｍ、半値幅２０ｎｍ、光エネルギー０．４μＪ／ｃｍ2）を取り出した。
取り出された単色光を、積層型感光体の表面に照射した。照射が終了してから０．５秒経
過した時の積層型感光体の表面電位を測定した。測定された表面電位を、感度電位（ＶL

、単位Ｖ）とした。測定された積層型感光体の感度電位（ＶL）を、表３に示す。なお、
感度電位（ＶL）の絶対値が小さいほど、積層型感光体の電気特性が優れていることを示
す。
【０２１６】
　＜５．単層型感光体の電気特性の評価＞
　製造した単層型感光体（Ｐ－８）～（Ｐ－２８）の各々に対して、電気特性を評価した
。電気特性の評価は、温度２３℃及び湿度６０％ＲＨの環境下で行った。まず、ドラム感
度試験機（ジェンテック株式会社製）を用いて、単層型感光体の表面を＋７００Ｖに帯電
させた。次いで、バンドパスフィルターを用いて、ハロゲンランプの白色光から単色光（
波長７８０ｎｍ、半値幅２０ｎｍ、光エネルギー１．５μＪ／ｃｍ2）を取り出した。取
り出された単色光を、単層型感光体の表面に照射した。照射が終了してから０．５秒経過
した時の単層型感光体の表面電位を測定した。測定された表面電位を、感度電位（ＶL、
単位Ｖ）とした。測定された単層型感光体の感度電位（ＶL）を、表４に示す。なお、感
度電位（ＶL）の絶対値が小さいほど、単層型感光体の電気特性が優れていることを示す
。
【０２１７】
　＜６．感光体の結晶化の評価＞
　積層型感光体（Ｐ－１）～（Ｐ－５）の各々に対して、積層型感光体の表面を目視にて
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観察し、結晶化の有無を評価した。単層型感光体（Ｐ－８）～（Ｐ－２２）の各々に対し
て、単層型感光体の表面を目視にて観察し、結晶化の有無を評価した。その結果、積層型
感光体（Ｐ－１）～（Ｐ－５）及び単層型感光体（Ｐ－８）～（Ｐ－２２）の何れも結晶
化は確認されなかった。
【０２１８】
　表３及び表４中、ＣＧＭ、ＨＴＭ、ＥＴＭ及びＶLは、各々、電荷発生剤、正孔輸送剤
、電子輸送剤及び感度電位を示す。
【０２１９】
【表３】

【０２２０】
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【表４】

【０２２１】
　積層型感光体（Ｐ－１）～（Ｐ－５）及び単層型感光体（Ｐ－８）～（Ｐ－２２）の感
光層は、正孔輸送剤として化合物（１）を、具体的には化合物（Ｈ－１）～（Ｈ－５）の
何れかを含有していた。そのため、表３及び表４から明らかなように、これらの感光体で
は、感度電位（ＶL）の絶対値が小さく、電気特性が優れていた。
【０２２２】
　一方、積層型感光体（Ｐ－６）～（Ｐ－７）及び単層型感光体（Ｐ－２３）～（Ｐ－２
８）の感光層は、正孔輸送剤として、化合物（１）を含有していなかった。そのため、表
３及び表４から明らかなように、これらの感光体では、感度電位（ＶL）の絶対値が大き
く、電気特性が劣っていた。
【０２２３】
　以上のことから、化合物（１）は、感光層に含有された場合に、感光体の電気特性を向
上させることが示された。また、化合物（１）を含有する感光層を備える感光体は、電気
特性に優れることが示された。
【産業上の利用可能性】
【０２２４】
　本発明に係る化合物は、感光体に利用することができる。本発明に係る感光体は、画像
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形成装置に利用することがきる。
【符号の説明】
【０２２５】
１　　電子写真感光体
２　　導電性基体
３　　感光層
３ａ　電荷発生層
３ｂ　電荷輸送層
３ｃ　単層型感光層

【図１】 【図２】
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